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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

４．第123期は、決算期変更により平成26年４月１日から平成26年12月31日の９ヶ月間となっております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期累計期間において、当社の企業集団（当社および親会社）において営まれている事業の内容について

重要な変更はありません。 

 また、関係会社についても異動はありません。 

 

  

  

回次 
第123期 

第１四半期累計期間 
第124期 

第１四半期累計期間 
第123期 

会計期間 
自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日

自  平成27年１月１日 
至  平成27年３月31日 

自  平成26年４月１日
至  平成26年12月31日

売上高 (百万円) 12,355 13,298 43,504 

経常利益 (百万円) 720 794 4,142 

四半期(当期)純利益 (百万円) 435 532 2,419 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(百万円) ― ― ― 

資本金 (百万円) 5,190 5,190 5,190 

発行済株式総数 (株) 28,800,000 28,800,000 28,800,000 

純資産額 (百万円) 78,847 80,271 80,225 

総資産額 (百万円) 90,825 94,119 92,550 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 15.40 18.83 85.50 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― 40.00 

自己資本比率 (％) 86.8 85.3 86.7 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等または前事業

年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 経営成績 

当第１四半期累計期間の経営成績につきましては、以下のとおりであります。 

なお、前事業年度（平成26年12月期）は決算期変更により、平成26年４月１日から平成26年12月31日までの９ヶ

月間となっておりますので、参考として、前年同一期間である平成26年３月期事業年度（12ヶ月間）から平成26年

３月期第３四半期累計期間（９ヶ月間）を差し引いた平成26年１月１日から平成26年３月31日までの３ヶ月間との

比較を記載しております。 

  

売上高は、13,298百万円と前年同一期間に比べ1,286百万円（8.8％）減少しました。これは、前年同一期間に消

費税増税前の一時的な需要増があったこと等によるものです。 

主要な製品・商品の販売状況につきましては、平成26年５月から販売しております「リオナ錠（高リン血症治療

剤）」が936百万円となりましたが、「レミッチカプセル（血液透析患者における経口そう痒症改善剤）」は3,258

百万円と前年同一期間に比べ1,148百万円（26.1％）減少したほか、「ツルバダ配合錠（抗HIV薬）」は2,925百万円

と前年同一期間に比べ562百万円（16.1％）減少しました。 

費用面におきましては、売上原価は売上高が減少したこと等により6,398百万円と前年同一期間に比べ410百万円

（6.0％）減少し、販売費及び一般管理費は研究開発費が減少したこと等により6,154百万円と前年同一期間に比べ

620百万円（9.2％）減少しました。 

以上の結果、営業利益は745百万円と前年同一期間に比べ256百万円（25.6％）減少し、経常利益は794百万円と前

年同一期間に比べ231百万円（22.5％）減少しました。四半期純利益につきましては、532百万円と前年同一期間に

比べ441百万円（45.3％）減少しました。 

なお、当社は、本年３月に、日本たばこ産業株式会社（以下「JT」）との間で、ギリアド・サイエンシズ社が創

製し、JTが日本国内での独占的開発・商業化権を保有する核酸系逆転写酵素阻害剤tenofovir alafenamide(TAF)を

含む新規抗HIV薬２品について、JTが製造販売承認を取得した後、当社が日本国内において独占的に販売する契約を

締結しました。 

また、本年３月、東レ株式会社（以下「東レ」）が製造販売承認を取得し、当社が日本国内において販売中の

「レミッチカプセル」（以下「本剤」）について、東レが国内における慢性肝疾患患者におけるそう痒症（以下

「新適応症」）を適応症とした効能追加申請を行ったことを受け、当社、JTおよび大日本住友製薬株式会社（以下

「大日本住友製薬」）は、本剤の新適応症を対象としたプロモーションを大日本住友製薬が行うことに合意し、当

社は大日本住友製薬との間で、本剤の新適応症を対象としたプロモーション契約を締結しました。 

区分 
(参考) 前年同一期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年３月31日)

当第１四半期累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年３月31日) 

増減額 増減率 

売上高（百万円） 14,585 13,298 △1,286 △8.8％ 

営業利益（百万円） 1,001 745 △256 △25.6％

経常利益（百万円） 1,025 794 △231 △22.5％ 

四半期純利益（百万円） 974 532 △441 △45.3％ 
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当社は、「治療用ダニアレルゲンエキス皮下注「トリイ」（減感作療法（アレルゲン免疫療法）薬）」および

「スクラッチダニアレルゲンエキス「トリイ」（アレルゲン検査薬）」について、本年４月に販売を開始しまし

た。平成26年10月に販売を開始した「シダトレン スギ花粉舌下液（減感作療法（アレルゲン免疫療法）薬）」と

あわせて、減感作療法（アレルゲン免疫療法）の普及に取り組んでまいります。 

  
(2) 財政状態 

当第１四半期会計期間末の総資産は、94,119百万円と前事業年度末に比べ1,568百万円（1.7％）増加しました。

これは、キャッシュ・マネージメント・システム預託金が2,145百万円、現金及び預金が1,816百万円、受取手形及

び売掛金が1,504百万円減少しましたが、有価証券が4,896百万円、商品及び製品が1,758百万円増加したこと等によ

るものです。 

負債につきましては、13,847百万円と前事業年度末に比べ1,522百万円（12.4％）増加しました。これは、買掛金

が1,505百万円増加したこと等によるものです。 

純資産につきましては、80,271百万円と前事業年度末に比べ46百万円（0.1％）増加しました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は1,119百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 54,000,000 

計 54,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成27年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年５月12日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 28,800,000 28,800,000 
東京証券取引所 
市場第一部 

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。 
単元株式数は100株であ
ります。 

計 28,800,000 28,800,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金 
増減額 
(百万円) 

資本金 
残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成27年３月31日 ― 28,800,000 ― 5,190 ― 6,416 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日である平成26年12月31日の株主名簿により記載しております。 

① 【発行済株式】 

平成26年12月31日現在 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式100株(議決権１個)が含まれ

ております。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式68株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成26年12月31日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式    500,000 

― 
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,273,500 282,735 同上 

単元未満株式 普通株式     26,500 ― 同上 

発行済株式総数 28,800,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 282,735 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
鳥居薬品株式会社 

東京都中央区日本橋本町 
三丁目４番１号 

500,000 ― 500,000 1.73 

計 ― 500,000 ― 500,000 1.73 
 

― 6 ―



第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。 

(2) 平成26年６月25日開催の第122回定時株主総会における定款一部変更の決議により、決算期を３月31日から12月31

日に変更いたしました。 

 したがって、前事業年度は、平成26年４月１日から平成26年12月31日までの９ヶ月間となっております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年１月１日から平成27年

３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】 

(1)【四半期貸借対照表】 

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成26年12月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成27年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 6,316 4,499 

    キャッシュ・マネージメント・システム預託金 ※１  14,978 ※１  12,832 

    受取手形及び売掛金 25,901 24,397 

    有価証券 13,209 18,105 

    商品及び製品 6,630 8,389 

    仕掛品 594 628 

    原材料及び貯蔵品 2,911 3,043 

    その他 1,579 1,881 

    流動資産合計 72,121 73,778 

  固定資産     

    有形固定資産 5,806 5,798 

    無形固定資産 818 882 

    投資その他の資産 ※２  13,803 ※２  13,659 

    固定資産合計 20,428 20,340 

  資産合計 92,550 94,119 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 6,095 7,601 

    未払法人税等 273 294 

    賞与引当金 694 1,324 

    役員賞与引当金 48 14 

    返品調整引当金 1 0 

    その他 4,279 3,778 

    流動負債合計 11,391 13,013 

  固定負債     

    退職給付引当金 173 196 

    その他 759 637 

    固定負債合計 933 833 

  負債合計 12,324 13,847 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 5,190 5,190 

    資本剰余金 6,416 6,416 

    利益剰余金 69,102 69,069 

    自己株式 △861 △861 

    株主資本合計 79,847 79,814 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 377 457 

    評価・換算差額等合計 377 457 

  純資産合計 80,225 80,271 

負債純資産合計 92,550 94,119 
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(2)【四半期損益計算書】 

【第１四半期累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 12,355 13,298 

売上原価 5,702 6,398 

売上総利益 6,652 6,899 

販売費及び一般管理費     

  販売促進費 980 1,054 

  給料及び手当 1,236 1,279 

  賞与引当金繰入額 551 551 

  研究開発費 1,141 1,119 

  その他 2,055 2,150 

  販売費及び一般管理費合計 5,966 6,154 

営業利益 685 745 

営業外収益     

  受取利息 20 20 

  受取配当金 8 0 

  為替差益 2 18 

  その他 5 11 

  営業外収益合計 37 51 

営業外費用     

  支払利息 0 0 

  その他 2 2 

  営業外費用合計 2 2 

経常利益 720 794 

特別損失     

  固定資産除却損 3 0 

  特別損失合計 3 0 

税引前四半期純利益 716 793 

法人税等 280 260 

四半期純利益 435 532 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

(四半期貸借対照表関係) 

※１ 「キャッシュ・マネージメント・システム預託金」は、ＪＴグループにおいて国内グループ会社を対象とした

キャッシュ・マネージメント・システムを統括している日本たばこ産業㈱への資金の預託であります。 

  

※２ 投資その他の資産に係る貸倒引当金 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

  
当第１四半期累計期間 

(自  平成27年１月１日  至  平成27年３月31日) 

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 
 

  
前事業年度 

(平成26年12月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成27年３月31日) 

  2百万円 2百万円 
 

  
前第１四半期累計期間 

(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自  平成27年１月１日 
至  平成27年３月31日) 

減価償却費 264百万円 339百万円 
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(株主資本等関係) 

前第１四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期累計期間(自  平成27年１月１日  至  平成27年３月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第１四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

当社は、医薬品事業の他に不動産賃貸収入がありますが、重要性が乏しいことからセグメント情報については記

載を省略しております。 

  

当第１四半期累計期間(自  平成27年１月１日  至  平成27年３月31日) 

当社は、医薬品事業の他に不動産賃貸収入がありますが、重要性が乏しいことからセグメント情報については記

載を省略しております。 

  

 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成26年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 566百万円 20.00円 平成26年３月31日 平成26年６月26日
 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成27年３月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 565百万円 20.00円 平成26年12月31日 平成27年３月26日
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第１四半期累計期間 

(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自  平成27年１月１日 
至  平成27年３月31日) 

    １株当たり四半期純利益金額 15円40銭 18円83銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益(百万円) 435 532 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益(百万円) 435 532 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 28,300 28,299 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成27年５月８日  

鳥居薬品株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鳥居薬品株式会

社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの第124期事業年度の第１四半期会計期間（平成27年１月１日から平成

27年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、鳥居薬品株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

有限責任監査法人 トーマツ
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  飯  塚    智    ㊞ 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  男  澤  江 利 子  ㊞ 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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